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Abstract 
This paper uses the data of the “National Assessment of Academic Ability” (implemented in FY 
2013), a joint project of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology and the 
National Institute for Educational Policy Research, and the data of the additional “detailed survey” 
to verify the effects of class size.  
As a result of regression analysis using the rates of correct answers for the subjects of Japanese 
language and mathematics of third-grade lower secondary school students as dependent variables, 
and the school size and the attributes and socio-economic backgrounds of the students as explanato-
ry variables, it became clear that reducing the class size has a significant effect statistically on im-
proving academic achievement. The size of the effect was a maximum increase in the correct answer 
rate of 0.09 in the standard deviation value through reducing the class size by five students. Next, we 
created the school’s average SES variables using the students’ SES variables, and carried out an es-
timate by dividing the sample into schools with a high average SES and schools with a low average 
SES. As a result, the reduction in the class size in schools with a low average SES was shown to 
have a significant effect in improving academic achievement, but a significant effect through reduc-
tion of the class size was not confirmed in schools with a high average SES. This result is an indica-
tion that the effect of class size reduction is greater in schools which are at a disadvantage in terms 
of socio-economic status, and is interesting from the perspective of equity in education policy. 
  




























































𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑖𝑖 + 𝛾𝛾𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖    (1) 
 
ここで、𝑖𝑖 は生徒、𝑠𝑠 は学校を表している。𝑦𝑦 は国語及び数学の正答率（A 問題と B 問題を合算）







β の推定値に偏りが生じうること、及び β の推定値を学級規模の因果効果として解釈できないこ
とを意味する。このような問題に対処するため、教育経済学分野の先行研究では、学級規模が外生






Urquiola (2006)、妹尾・篠崎・北條 (2013) がある。 
もう一つは、Angrist and Lavy (1999) によって提案された、学級規模の上限ルールが適用されてい
る状況を活用するものである。日本では、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に
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関する法律」（昭和 33年法律第 116号、以下、義務標準法という）のもとで 1学級 40人の編制基準
が示されている。2001 年の義務標準法の改正以降、徐々に学級編制の弾力化がすすめられており、
近年では自治体・学校が地域の実情や児童生徒の実態を勘案しながら柔軟な学級編制を行うことが









て学級規模効果を検証した先行研究が近年増加している（Akabayashi and Nakamura, 2013; Hojo, 










𝑦𝑦 = δ0 + 𝛿𝛿1𝑋𝑋 + 𝑟𝑟     (2) 
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先行研究においても確認されるものであり（Akabayashi and Nakamura, 2013, Table 3; Angrist and Lavy, 
1999, Table 2, 4, 5）、本稿の分析もそれを追認するものである。なお、学級規模変数の効果の大きさ
に着目すると、全学校、2SLSサンプルの数学の推定結果が最も大きく、学級規模 5人の縮小が正答
率を 0.09標準偏差上昇させている。この効果の大きさは、対象学年と科目が異なることに注意が必
要であるが、Akabayashi and Nakamura (2013) が小学 6年生の国語の分析結果として報告している効
果の大きさ 0.065（Table 5、Panel Aの(3)列から算出）よりもやや大きく、Angrist and Lavy (1999) が
報告しているイスラエル第 5学年の Reading comprehensionにおける効果の大きさ 0.18（Table 4の(2)












平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
正答率 0.0227 0.9932 -4.2828 1.4310 0.0334 0.9951 -2.6681 1.9607
学級規模 33.864 4.770 1 46 33.8620 4.7709 1 46
SES 0.072 1.008 -3.3122 4.0706 0.0712 1.0078 -3.3122 4.0706
女子ダミー 0.498 0.500 0 1 0.4976 0.5000 0 1
学年生徒数 156.932 67.298 1 353 156.8934 67.2830 1 353
学級数 4.466 1.712 1 9 4.4650 1.7120 1 9








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 表 3は、生徒レベルの SES変数から学校レベルの平均 SES変数を作成し、平均 SESが低い学校
と高い学校にサンプルを分けて推定を行った結果を報告している。低 SES 学校とは学校平均 SES
が全体の下位 50％に位置する学校、高 SES学校とは学校平均 SESが全体の上位 50％に位置する学






対してより大きな効果をもつことを報告している Krueger (1999) の分析結果と整合的であるが、日
本のデータを用いて地価の高い地域の学校において少人数学級の効果が大きいことを示した























1)  正答率に関して、国語の A問題、B問題、数学の A問題では左に歪んだ分布、数学 B問題は右に歪んだ分布と
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ータの方がやや大きいものであった。一方で推定結果は全データを用いても変わらなかった。 
2)  「平成 23年度において学級編制の弾力化を実施する都道府県の状況について」 
   文部科学省・学級編制・教職員定数改善等に関する基礎資料 




4)  紙幅の都合上、説明変数から SES尺度を除外した場合の推定結果を報告していないため、ここで結果の概要を
報告する。全体的な傾向として、SES 変数を除外すると学級規模変数の係数推定値が絶対値でやや大きくなるこ
とを確認している。ただし、全学校の HLM推定において SES変数を除外すると、学級規模変数の係数推定値は
ほぼ 0 となる。全学校の HLM 推定では学級規模変数の内生性による影響を排除できないため、このような結果
になるものと推察される。 
5)  表 3に報告しているが、「高 SES学校」サンプルを用いた 2SLS推定の第一段階において、操作変数の係数が 0
という帰無仮説に対する F値が 3.5程度とやや小さい点には注意が必要である。この F値が小さい場合、操作変
数と内生変数の相関が弱く、二段階最小二乗法推定量が一致性を持たない可能性がある（Stock and Yogo, 2005）。 
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